
 

四半期報告書 

（第38期第３四半期） 

自 平成29年10月１日 

至 平成29年12月31日 

 

 

大阪市北区小松原町２番４号 



目       次 

  頁

表 紙  

   

第一部 企業情報  

第１ 企業の概況  

１ 主要な経営指標等の推移 ………………………………………………………………………………………… 1

２ 事業の内容 ………………………………………………………………………………………………………… 1

第２ 事業の状況  

１ 事業等のリスク …………………………………………………………………………………………………… 2

２ 経営上の重要な契約等 …………………………………………………………………………………………… 2

３ 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析 ………………………………………………… 2

第３ 提出会社の状況  

１ 株式等の状況  

(1）株式の総数等 …………………………………………………………………………………………………… 4

(2）新株予約権等の状況 …………………………………………………………………………………………… 4

(3）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等 ………………………………………………… 4

(4）ライツプランの内容 …………………………………………………………………………………………… 4

(5）発行済株式総数、資本金等の推移 …………………………………………………………………………… 4

(6）大株主の状況 …………………………………………………………………………………………………… 4

(7）議決権の状況 …………………………………………………………………………………………………… 5

２ 役員の状況 ………………………………………………………………………………………………………… 5

第４ 経理の状況 …………………………………………………………………………………………………………… 6

１ 四半期連結財務諸表  

(1）四半期連結貸借対照表 ………………………………………………………………………………………… 7

(2）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 …………………………………………………… 9

四半期連結損益計算書 ………………………………………………………………………………………… 9

四半期連結包括利益計算書 …………………………………………………………………………………… 10

２ その他 ……………………………………………………………………………………………………………… 13

第二部 提出会社の保証会社等の情報 ……………………………………………………………………………………… 14

   

［四半期レビュー報告書］  

 



【表紙】
 

【提出書類】 四半期報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項 

【提出先】 近畿財務局長 

【提出日】 平成30年２月13日 

【四半期会計期間】 第38期第３四半期（自 平成29年10月１日 至 平成29年12月31日） 

【会社名】 株式会社クイック 

【英訳名】 QUICK CO.,LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  和 納  勉 

【本店の所在の場所】 大阪市北区小松原町２番４号 

【電話番号】 ０６（６３６６）０９１９（代表） 

【事務連絡者氏名】 取締役執行役員管理本部長兼経理部長  平田 安彦 

【最寄りの連絡場所】 大阪市北区小松原町２番４号 

【電話番号】 ０６（６３６６）０９１９（代表） 

【事務連絡者氏名】 取締役執行役員管理本部長兼経理部長  平田 安彦 

【縦覧に供する場所】 株式会社クイック 東京本社 

（東京都港区赤坂二丁目11番７号） 

株式会社クイック 名古屋オフィス 

（名古屋市中区栄二丁目１番１号） 

株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

 



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第37期 

第３四半期 
連結累計期間 

第38期 
第３四半期 
連結累計期間 

第37期 

会計期間 
自平成28年４月１日 
至平成28年12月31日 

自平成29年４月１日 
至平成29年12月31日 

自平成28年４月１日 
至平成29年３月31日 

売上高 （千円） 10,645,216 12,218,193 14,578,829 

経常利益 （千円） 1,752,659 1,983,266 2,073,770 

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益 
（千円） 1,184,567 1,391,550 1,391,104 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 1,267,240 1,603,555 1,575,831 

純資産額 （千円） 5,487,617 6,778,200 5,796,164 

総資産額 （千円） 8,064,810 9,289,417 9,300,675 

１株当たり四半期（当期）純利益

金額 
（円） 63.05 74.07 74.04 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 68.0 72.8 62.3 

 

回次
第37期

第３四半期
連結会計期間

第38期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自平成28年10月１日
至平成28年12月31日

自平成29年10月１日
至平成29年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 5.85 8.68 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

２【事業の内容】

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

 なお、第２四半期連結会計期間より、株式取得によりCentre People Appointments Limited（海外事業）を連結の

範囲に含めております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

２【経営上の重要な契約等】

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

（1）業績の状況 

 当第３四半期連結累計期間における日本経済は、企業収益や所得環境の改善が続く中、個人消費にも引き続き持ち

直しの動きが見られる等、緩やかな回復基調で推移しました。こうした中、中小企業を中心とした人手不足の深刻化

に加え、海外経済の不確実性や近隣諸国の地政学的リスクの高まり等は残るものの、景気の先行きについては引き続

き緩やかな回復が期待されております。

 国内の雇用情勢につきましては、製造業や運輸業を中心に依然として人手不足感は極めて強く、平成29年11月の有

効求人倍率（季節調整値）は1.56倍、正社員有効求人倍率（季節調整値）も1.05倍と引き続き高い水準で推移する

等、労働市場のひっ迫感はさらに強さを増してきております。

 このような事業環境の中、当社グループでは、既存サービスの強化に加え、新たな注力分野の開拓やサービスの開

発等により、人材採用をはじめ顧客企業の人事労務課題等の解決をサポートしていくことで、他社との差別化や顧客

満足度の向上に取り組みました。また、当社グループの新卒採用をはじめ優秀な人材の積極的な採用や待遇改善等、

人材への投資により事業基盤の強化を進めました。

 なお、平成29年８月に子会社化しましたCentre People Appointments Limitedの業績につきましては、当第３四半

期連結会計期間から連結業績に含めております。 

 この結果、当第３四半期連結累計期間における当社グループの売上高は12,218百万円（前年同四半期比14.8％

増）、営業利益は1,909百万円（同13.0％増）、経常利益は1,983百万円（同13.2％増）、親会社株主に帰属する四半

期純利益は1,391百万円（同17.5％増）と、売上高・利益とも同期間における過去最高を更新しました。

 セグメントの業績は、次のとおりであります。

（人材サービス事業） 

①人材紹介

 人材紹介では、建設・土木分野や製造分野など一般企業及び病院や介護施設など医療施設の採用ニーズが依然と

して高い状況となっております。このような状況の中、「医療機器転職BiZ」のスマートフォンサイト開設をはじ

め、各種領域における運営サイトやサービスの拡充を行いました。また、競合他社との競争が激化している登録者

エントリーにおいては、一層のプロモーション強化を行い、差別化や顧客満足の向上に取り組みました。これらの

結果、人材紹介の業績は順調に推移しました。

②人材派遣・紹介予定派遣・業務請負等 

 人材派遣・紹介予定派遣・業務請負等では、雇用環境の改善に伴う人手不足及び正社員採用の難易度の高まりを

受け、IT及びWeb関連職種や事務職等のパートタイム派遣や医療・福祉分野へのスタッフ派遣、保育士派遣が引き

続き順調に推移しました。

 これらの結果、人材サービス事業の売上高は7,549百万円（前年同四半期比21.4％増）、営業利益は1,668百万円

（同23.2％増）となりました。 

（リクルーティング事業）

 リクルーティング事業では、中途採用領域におきまして、人手不足に伴う各企業の求人需要の高まりを背景に派遣

登録スタッフやアルバイト・パート等の採用広告の取り扱いが堅調に推移しました。また、新卒採用領域におきまし

ても、学生優位の売り手市場が続く中、平成30年３月卒業予定の大学生向けの新卒採用広告に加え、平成31年３月卒

業予定の大学生を対象としたインターンシップ募集広告や合同企業説明会といったイベント出展等の取り扱いが引き

続き順調に推移しました。こうした中、待遇改善や採用強化等、人材に対する投資を進めたことで人件費等の費用も

拡大しました。

 この結果、リクルーティング事業の売上高は2,370百万円（前年同四半期比1.9％増）、営業利益は518百万円（同

4.1％減）となりました。 
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（情報出版事業） 

 情報出版事業では、住宅情報誌「家づくりナビ」の広告取り扱いやコンシェルジュサービス「ココカラ。家づく

り」といった住宅領域のサービスが好調だったことに加え、折り込みチラシ等のポスティングサービスも堅調でし

た。しかしながら、依然として石川・富山・新潟のいずれの地域においても生活情報誌が苦戦を強いられておりま

す。

 この結果、情報出版事業の売上高は1,292百万円（前年同四半期比3.3％減）、営業利益は０百万円（同98.5％減）

となりました。

（その他）

①ネット関連事業

 ネット関連事業では、人事・労務に関する情報ポータルサイト「日本の人事部」の広告収入が順調に拡大しまし

た。こうした中、11月には日本最大級の人事イベント「ＨＲカンファレンス2017-秋-」の開催期間を２週間に拡大

して開催するとともに、近年、急速に関心が高まっているHRテクノロジーに特化したイベント「HR Technologyカ

ンファレンス2017」を同時開催する等、市場のニーズに合わせた新たなサービスの提供にも取り組みました。

②海外事業

 海外事業では、QUICK USA,Inc.におきまして、外国人の就労ビザ取得の厳格化の影響により、依然として米国内

では求職者優位の売り手市場が続いており、競合企業との日英バイリンガル人材の登録者獲得競争も熾烈さを増す

中、人材紹介・人材派遣ともに業績は順調に拡大しました。

 上海クイック有限公司におきましては、顧客企業からの人事労務相談や研修等のニーズを受け、主力の人事労務

コンサルティングが好調でした。

 QUICK GLOBAL MEXICO,S.A.DE C.V.においては、自動車関連メーカーのメキシコ進出が引き続き堅調なことか

ら、これらの現地日系企業への通訳や営業職、経理職等の人材紹介が順調に推移しました。

 また、Centre People Appointments Limitedにおいては、人材紹介が堅調に推移しました。 

 これらの結果、その他の売上高は1,005百万円（前年同四半期比32.1％増）、営業利益は182百万円（同23.9％増）

となりました。

（2）財政状態の状況 

 当第３四半期連結会計期間末における総資産は、9,289百万円となり、前連結会計年度末と比較して11百万円減少

しました。主な要因は、現金及び預金、投資有価証券は増加しましたが、受取手形及び売掛金が減少したこと等によ

るものであります。

 負債合計は、2,511百万円となり、前連結会計年度末と比較して993百万円減少しました。主な要因は、買掛金、未

払法人税等が減少したこと等によるものであります。

 純資産合計は6,778百万円となり、前連結会計年度末と比較して982百万円増加しました。主な要因は、親会社株主

に帰属する四半期純利益の計上による利益剰余金の増加であります。なお、自己資本比率は72.8％と前連結会計年度

末と比較して10.5ポイント改善しました。

（3）経営方針・経営戦略等

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあり

ません。

（4）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

（5）研究開発活動

 該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数（株）

（平成29年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年２月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 19,098,576 19,098,576
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株

計 19,098,576 19,098,576 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成29年10月１日～
平成29年12月31日

－ 19,098,576 － 351,317 － 271,628

 

（６）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成29年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成29年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）  普通株式   311,000 － －

完全議決権株式（その他）  普通株式 18,784,900 187,849 －

単元未満株式  普通株式    2,676 － －

発行済株式総数 19,098,576 － －

総株主の議決権 － 187,849 －

 

②【自己株式等】

平成29年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

 株式会社クイック
大阪市北区小松原町
２番４号

311,000 － 311,000 1.62

計 － 311,000 － 311,000 1.62

（注）当第３四半期会計期間における単元未満株式の買取り35株により、当第３四半期会計期間末日現在の自己株式数は

311,073株であります。

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成29年10月１日から平

成29年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成29年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 4,669,428 4,829,668 

受取手形及び売掛金 1,784,605 1,202,225 

繰延税金資産 201,772 66,129 

その他 334,404 286,218 

貸倒引当金 △1,845 △1,272 

流動資産合計 6,988,364 6,382,968 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 391,561 478,842 

車両運搬具（純額） 2,749 4,745 

工具、器具及び備品（純額） 64,877 76,807 

土地 276,869 276,869 

リース資産（純額） 7,915 8,864 

その他 － 3,801 

有形固定資産合計 743,973 849,930 

無形固定資産    

のれん － 141,473 

リース資産 16,514 8,590 

その他 203,055 212,590 

無形固定資産合計 219,569 362,654 

投資その他の資産    

投資有価証券 882,788 1,127,053 

敷金 410,030 507,881 

繰延税金資産 3,479 3,252 

その他 70,996 67,995 

貸倒引当金 △18,527 △12,318 

投資その他の資産合計 1,348,767 1,693,863 

固定資産合計 2,312,310 2,906,448 

資産合計 9,300,675 9,289,417 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成29年12月31日) 

負債の部    

流動負債    

買掛金 653,118 241,341 

短期借入金 189,902 239,000 

未払金 713,656 693,900 

未払費用 376,407 420,522 

未払法人税等 522,873 205,085 

賞与引当金 406,918 101,395 

役員賞与引当金 52,450 － 

返金引当金 15,000 12,400 

資産除去債務 1,465 － 

その他 369,478 300,629 

流動負債合計 3,301,271 2,214,274 

固定負債    

繰延税金負債 153,568 240,315 

資産除去債務 37,965 47,542 

その他 11,705 9,084 

固定負債合計 203,239 296,942 

負債合計 3,504,510 2,511,216 

純資産の部    

株主資本    

資本金 351,317 351,317 

資本剰余金 307,998 307,998 

利益剰余金 4,728,581 5,487,639 

自己株式 △19,019 △19,111 

株主資本合計 5,368,878 6,127,844 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 420,525 626,772 

為替換算調整勘定 6,760 10,238 

その他の包括利益累計額合計 427,285 637,011 

非支配株主持分 － 13,344 

純資産合計 5,796,164 6,778,200 

負債純資産合計 9,300,675 9,289,417 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年12月31日) 

売上高 10,645,216 12,218,193 

売上原価 4,057,368 4,905,534 

売上総利益 6,587,847 7,312,658 

販売費及び一般管理費 4,899,008 5,403,563 

営業利益 1,688,838 1,909,095 

営業外収益    

受取利息 77 77 

受取配当金 8,208 13,444 

受取販売協力金 26,000 － 

書籍販売手数料 16,684 16,363 

助成金収入 － 20,495 

その他 14,960 28,102 

営業外収益合計 65,930 78,483 

営業外費用    

支払利息 2,033 1,849 

為替差損 － 2,286 

その他 75 177 

営業外費用合計 2,109 4,313 

経常利益 1,752,659 1,983,266 

特別損失    

固定資産売却損 514 50 

固定資産除却損 159 － 

特別損失合計 673 50 

税金等調整前四半期純利益 1,751,985 1,983,215 

法人税、住民税及び事業税 567,926 457,666 

法人税等調整額 △507 132,082 

法人税等合計 567,418 589,749 

四半期純利益 1,184,567 1,393,466 

非支配株主に帰属する四半期純利益 － 1,915 

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,184,567 1,391,550 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年12月31日) 

四半期純利益 1,184,567 1,393,466 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 100,768 206,247 

為替換算調整勘定 △18,094 3,840 

その他の包括利益合計 82,673 210,088 

四半期包括利益 1,267,240 1,603,555 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 1,267,240 1,601,276 

非支配株主に係る四半期包括利益 － 2,278 
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

 前連結会計年度末において非連結子会社でありました㈱ワークプロジェクト及びQUICK GLOBAL MEXICO,S.A.DE 

C.V.について、重要性が増したこと等により、第１四半期連結会計期間より連結の範囲に含めております。

 また、第２四半期連結会計期間より、Centre People Appointments Limitedの株式取得に伴い、同社を連結の範

囲に含めております。

（四半期連結貸借対照表関係）

 該当事項はありません。

（四半期連結損益計算書関係）

 該当事項はありません。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日）

減価償却費 91,250千円 113,890千円

のれんの償却額 － 3,627

 

（株主資本等関係）

Ⅰ  前第３四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日）

１．配当金支払額

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり 
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月22日 

定時株主総会
普通株式 225,451 12.00  平成28年３月31日  平成28年６月23日 利益剰余金

平成28年10月31日 

取締役会
普通株式 263,026 14.00  平成28年９月30日  平成28年12月２日 利益剰余金

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

の末日後となるもの

 該当事項はありません。

 

Ⅱ  当第３四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日）

１．配当金支払額

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり 
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月22日

定時株主総会
普通株式 300,600 16.00  平成29年３月31日  平成29年６月23日 利益剰余金

平成29年10月31日

取締役会
普通株式 319,388 17.00  平成29年９月30日  平成29年12月１日 利益剰余金

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

の末日後となるもの

 該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自平成28年４月１日 至平成28年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

              （単位：千円） 

  報告セグメント 
その他 

（注）１ 
合計 

調整額 
（注）２ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 

（注）３ 
 

人材サー
ビス 

リクルー
ティング 

情報出版 計 

売上高                

外部顧客への売

上高 
6,220,387 2,326,829 1,336,781 9,883,998 761,218 10,645,216 － 10,645,216 

セグメント間の
内部売上高又は
振替高 

2,691 3,537 5,219 11,447 49,939 61,386 △61,386 － 

計 6,223,078 2,330,366 1,342,000 9,895,445 811,157 10,706,603 △61,386 10,645,216 

セグメント利益 1,353,531 540,230 57,656 1,951,418 146,979 2,098,397 △409,558 1,688,838 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ネット関連事業、海外事業

を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額△409,558千円には、セグメント間取引消去94,622千円、各報告セグメントに

配分していない全社費用△504,181千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属し

ない当社の総務・経理部門等の管理部門に係る費用であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自平成29年４月１日 至平成29年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

              （単位：千円） 

  報告セグメント 
その他 

（注）１ 
合計 

調整額 
（注）２ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 

（注）３ 
 

人材サー
ビス 

リクルー
ティング 

情報出版 計 

売上高                

外部顧客への売

上高 
7,549,825 2,370,490 1,292,453 11,212,770 1,005,423 12,218,193 － 12,218,193 

セグメント間の
内部売上高又は
振替高 

1,309 20,713 6,652 28,675 35,144 63,820 △63,820 － 

計 7,551,135 2,391,204 1,299,106 11,241,445 1,040,568 12,282,014 △63,820 12,218,193 

セグメント利益 1,668,109 518,324 874 2,187,307 182,064 2,369,372 △460,277 1,909,095 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ネット関連事業、海外事業

を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額△460,277千円には、セグメント間取引消去101,408千円、各報告セグメントに

配分していない全社費用△561,685千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属し

ない当社の総務・経理部門等の管理部門に係る費用であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日）

 １株当たり四半期純利益金額 63円05銭 74円07銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千

円）
1,184,567 1,391,550

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（千円）
1,184,567 1,391,550

普通株式の期中平均株式数（千株） 18,787 18,787

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。

２【その他】

平成29年10月31日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………319,388千円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………17円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成29年12月１日

（注） 平成29年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年２月13日

株式会社クイック 

取締役会 御中 

 

新日本有限責任監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 廣田 壽俊  印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 谷間 薫   印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社クイッ

クの平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成29年10月１日から平成

29年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社クイック及び連結子会社の平成29年12月31日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 

 （注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

    ２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。

 


